
太田 忠芳 

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

1 「住まいは自己責任」から「住まいは人権」へ―安

全・安心の住まいを         （６０分） 

 

７月２８日午後４時２７分に発災した熊本地方を震源とする地

震（令和８年熊本地震）では全壊を含め家屋被害が７０００世帯

を超える大惨害となっています。被災住民は４０度を超す酷暑の

下で熱中症を気遣いながら片付けに取り組み、水道、電気、ガス

の停止を被りながら罹災証明書を申請する姿が痛々しい。被災し

た皆様には一刻も早い復旧を願い、心からお見舞いを申し上げま

す。 

住宅が「安心して暮らせる」幸せを保証する基盤でなければな

らないことを、改めて思い知らされました。「住まいは人権」であ

ることを基本に行政の方針転換を求めたいと思います。 

現今、東京などでは、マンションの価格が高騰し、平均で１億

円を超えたことが報道され、賃貸でも家賃高騰が続き、そのうえ

に調理場、シャワー付きで３畳という手狭な賃貸マンションが７

万円、ベッドをロフト様に設えるというところまでになっていま

す。 

「住まいは人権」であるにも関わらず、住宅に関する規制は、

広さや家賃の上限など規制はなく、野放し状態になっているのが

現状です。 

災害に遭っても「まずは自助」とばかりに「公助」が働かず、

「人権」の観点からの対応が欠けているのではないかと認識して

います。 

安心して生きていくうえで一番の基本となるのが住宅、誰もが

幸せに安心して生きられるために、鶴ヶ島市民の住宅事情を問い

対応策と展望を明らかにするために以下質問します。 

 

（１）本市が実施している住宅に関する補助・助成制度について 

ア 制度の内容と利用の頻度と課題は 

イ 生活保護に満たない方の住宅助成は 

（２）一般世帯のエアコン設置の状況は 

（３）罹災証明を担当する職員は 

（４）住宅が「安心して暮らせる」幸せを保証するうえで、以下の

住宅事情への認識と課題をお聞きします。 

市 長 
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ア 本市の現役世代の住宅事情は 

（ア）持ち家の集合住宅と戸建て住宅 

（イ）公的賃貸住宅と民間賃貸住宅 

（ウ）親元同居 

イ 働き方と住宅事情は 

（ア）社宅・寮 

（イ）ネットカフェ住民 

（ウ）スポットワークと住居の事情 

（エ）ホームレス 

ウ 高齢者の住宅事情は 

（ア）入居拒否に伴う相談 

（イ）介護状態になったときの住まい 

（ウ）在宅介護を支えるしくみづくり 

（５）土地・家屋の相続で起きるトラブルとその対応策は 

ア 空き家処分､解体したいが資金がない場合の対応策 

イ 接道義務に欠け、再建築不可物件の有無 

ウ その他、把握しているトラブルとその対応策 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


